
地方分権推進のための改革の実現を求める件 

    

 国における平成１６年度の予算編成は、「三位一体の改革」の名の下に、本来ある

べき国・地方を通ずる構造改革とは異なり、国の財政健全化が優先されたものと受け

取らざるを得ないものとなり、国に対する地方の信頼を著しく損ねる結果となりまし

た。 

  こうした中、政府においては、去る６月４日に「経済財政運営と構造改革に関する

基本方針２００４」を閣議決定し、「三位一体の改革」に関連して、概ね３兆円規模

の税源移譲を前提として、地方に対し具体的な国庫補助負担金改革案の取りまとめを

要請しました。これを受け、地方六団体は真剣に議論し、８月２４日に国と地方公共

団体の信頼関係を確保するための一定条件を前提に、地方分権の理念に基づく行財政

改革を進めるため、税源移譲や地方交付税のあり方、国による関与・規制の見直しに

関する具体例を含む「国庫補助負担金等に関する改革案」を政府に提出しました。 

  国会及び政府におかれては、三位一体改革の全体像を早期に明示するとともに、地

方財源の充実確保を図り地方の自主・自立につながる改革を早期に実現されることを

強く要望します。 

 

 以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出します。 
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